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Abstract
 
This paper discusses some issues about duties of the provider to disclose information of a
 
sender.
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１ はじめに
2010年４月に、プロバイダの発信者情報開示義務に関する２件の最高裁判決が登場した。
2002年（平成14年）５月に施行された、いわゆるプロバイダ責任制限法（以下では、法と呼ぶ）は、
ネット上の権利侵害に関するプロバイダの損害賠償責任を制限したが、それまで法規制のなかった発
信者情報の開示に関する規定を置き、プロバイダに一定の開示義務を負わせた。そして、法の施行時
期の前後から発信者情報の開示請求をめぐる争いが生じていることが、公表された多くの下級審判決
からも明らかになっている。
本稿は、この問題について初めて出された最高裁判決２件を、従来の下級審の状況から位置づけ、
今後の検討課題を探ることを目的とする。
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２ ２件の最高裁判決
⑴ 判例紹介
【１】 最一小判平22年４月８日判タ1323号118頁
事案 Ｘは、インターネット上の電子掲示板にされた匿名の書込によって権利を侵害されたことを理
由に、当該書込をした者（発信者）にインターネット接続サービスを提供した、いわゆる経由プ
ロバイダＹに対し、法４条１項に基づき、発信者情報の開示を訴求した。
原審がＸの請求を認めたために、Ｙは、次のように述べて上告した。すなわち、Ｙは「上記電
子掲示板の不特定の閲覧者が受信する電気通信の送信自体には関与しておらず、上記電子掲示板
に係る特定電気通信設備の記録媒体に情報を記録するための、本件発信者と当該特定電気通信設
備を管理運営するコンテンツプロバイダとの間の１対１の通信を媒介する、いわゆる経由プロバ
イダにすぎないから、不特定の者によって受信されることを目的とする電気通信の始点に位置し
て送信を行う者を意味する『特定電気通信役務提供者』（法２条３号）に該当せず、したがって、
法４条１項にいう『開示関係役務提供者』に該当しない」。
判旨 上告棄却。法２条「の文理に照らすならば、最終的に不特定の者によって受信されることを目
的とする情報の流通過程の一部を構成する電気通信を電気通信設備を用いて媒介する者は、同条
３号にいう『特定電気通信役務提供者』に含まれると解するのが自然である。」
また、法４条の趣旨は、「特定電気通信（法２条１号）による情報の流通には、これにより他人
の権利の侵害が容易に行われ、その高度の伝ぱ性ゆえに被害が際限なく拡大し、匿名で情報の発
信がされた場合には加害者の特定すらできず被害回復も困難になるという、他の情報流通手段と
は異なる特徴があることを踏まえ、特定電気通信による情報の流通によって権利の侵害を受けた
者が、情報の発信者のプライバシー、表現の自由、通信の秘密に配慮した厳格な要件の下で、当
該特定電気通信の用に供される特定電気通信設備を用いる特定電気通信役務提供者に対して発信
者情報の開示を請求することができるものとすることにより、加害者の特定を可能にして被害者
の権利の救済を図ることにあると解される。」「インターネットを通じた情報の発信は経由プロバ
イダを利用して行われるのが通常であること、経由プロバイダは、課金の都合上、発信者の住所、
氏名等を把握していることが多いこと、反面、経由プロバイダ以外はこれを把握していないこと
が少なくないこと」を考慮すると、「発信者とコンテンツプロバイダとの間の通信を媒介する経由
プロバイダが」プロバイダ責任法の「開示関係役務提供者」に該当しないとすると、同法「４条
の趣旨が没却されることになる」。「経由プロバイダは、法２条３号にいう『特定電気通信役務提
供者』に該当すると解するのが相当である。」
【２】 最三小判平22年４月13日裁判所時報1505号11頁（裁判所Web）
事案 Ｘは発達障害児のための学校法人Ａ学園の学園長であるが、Ｂ（２ちゃんねる）が管理・運用
する電子掲示板の「Ａ学園Part2」と題するスレッドに、Ｙ（DION）が提供するインターネッ
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ト接続サービスを利用して、「なにこのまともなスレ 気違いはどうみてもＡ学長」との書込がさ
れた。これに対してＸは、本件書込の「きちがいという表現は、激しい人格攻撃の文言であり、
侮辱に当たることが明らかである」との理由を付し、発信者情報の開示を裁判外においてＹに請
求した。しかし、Ｙは、発信者が情報開示に同意しないこと、および、本件書込によってＸの権
利が侵害されたことが明らかであるとは認められないことを理由に、発信者情報の開示に応じな
かった。
そこでＸが発信者情報の開示および不開示による損害賠償をＹに訴求した。原審は、発信者情
報の開示請求を認め（理由等の詳細不明）、さらに次のように判示して、Ｙの重過失を認定して不
開示による損害賠償責任を認めた。すなわち、「対象となる人を特定することができる状況でその
人を『気違い』であると指摘することは、社会生活上許される限度を超えてその相手方の権利（名
誉感情）を侵害するものであり、このことは、特別の専門的知識がなくとも一般の社会常識に照
らして容易に判断することができるものであるから、本件書き込みがこのような判断基準に照ら
して被上告人の権利を侵害するものであることは本件スレッドの他の書き込みの内容等を検討す
るまでもなく本件書き込みそれ自体から明らかである。したがって、ＹがＸからの本件発信者情
報の開示請求に応じなかったことについては、重大な過失がある。」これに対してＹが上告した。
判旨 破棄自判（損害賠償請求棄却） 法４条１項および２項の趣旨は、「発信者情報が、発信者のプ
ライバシー、表現の自由、通信の秘密にかかわる情報であり、正当な理由がない限り第三者に開
示されるべきものではなく、また、これがいったん開示されると開示前の状態への回復は不可能
となることから、発信者情報の開示請求につき、侵害情報の流通による開示請求者の権利侵害が
明白であることなどの厳格な要件を定めた上で（４条１項）、開示請求を受けた開示関係役務提供
者に対し、上記のような発信者の利益の保護のために、発信者からの意見聴取を義務付け（同条
２項）、開示関係役務提供者において、発信者の意見も踏まえてその利益が不当に侵害されること
がないように十分に意を用い、当該開示請求が同条１項各号の要件を満たすか否かを判断させる
こととしたものである。」そして、開示関係役務提供者が「発信者情報の開示につき慎重な判断を
した結果開示請求に応じなかったため、当該開示請求者に損害が生じた場合に、不法行為に関す
る一般原則に従って開示関係役務提供者に損害賠償責任を負わせるのは適切ではないと考えられ
ることから、同条４項は、その損害賠償責任を制限したのである。
そうすると、開示関係役務提供者は、侵害情報の流通による開示請求者の権利侵害が明白であ
ることなど当該開示請求が同条１項各号所定の要件のいずれにも該当することを認識し、又は上
記要件のいずれにも該当することが一見明白であり、その旨認識することができなかったことに
つき重大な過失がある場合にのみ、損害賠償責任を負うものと解するのが相当である。」
本件書込の意味は「本件スレッドにおける議論はまともなものであって、異常な行動をしてい
るのは……Ｘであるとの意見ないし感想を、異常な行動をする者を『気違い』という表現を用い
て表し、記述したものと解される。このような記述は、『気違い』といった侮辱的な表現を含むと
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はいえ、Ｘの人格的価値に関し、具体的事実を摘示してその社会的評価を低下させるものではな
く、被上告人の名誉感情を侵害するにとどまるものであって、これが社会通念上許される限度を
超える侮辱行為であると認められる場合に初めてＸの人格的利益の侵害が認められ得るにすぎな
い。そして、本件書き込み中、Ｘを侮辱する文言は上記の『気違い』という表現の一語のみであ
り、特段の根拠を示すこともなく、本件書き込みをした者の意見ないし感想としてこれが述べら
れていることも考慮すれば、本件書き込みの文言それ自体から、これが社会通念上許される限度
を超える侮辱行為であることが一見明白であるということはできず、本件スレッドの他の書き込
みの内容、本件書き込みがされた経緯等を考慮しなければ、Ｘの権利侵害の明白性の有無を判断
することはできないものというべきである。そのような判断は、裁判外において本件発信者情報
の開示請求を受けた上告人にとって、必ずしも容易なものではないといわなければならない。」以
上から、ＹがＸによる発信者情報開示請求に応じなかったことに重過失があったとは認められな
い。
⑵ 小括
【１】は、いわゆる経由プロバイダが法により発信者情報開示義務を負うプロバイダであることを
判示した。その理由は、第一に、法２条の「文理」の「自然」な解釈である。法２条は用語の定義規
定であり、「特定電気通信」、「特定電気通信設備」、「特定電気通信役務提供者」および「発信者」の語
を定義している。そして経由プロバイダを、「情報の流通過程の一部を構成する電気通信を電気通信設
備を用いて媒介する者」と捉えて法が予定するプロバイダであると解している。
理由の第二は、法４条の趣旨である。本判決はこれを、ネット上の特性、すなわち、権利侵害が容
易であり、かつ、被害拡大の可能性が高いにもかかわらず、匿名性により被害回復が困難になるとい
うネット上の特性から、発信者の保護にも配慮した要件の下で、被害回復のために匿名性を軽減すべ
くプロバイダに発信者情報の開示義務を負わせたものと解している。そして、被害回復を実現するた
めには、発信者情報を有していることが多い経由プロバイダに開示義務を認める必要性があることを
認めている。すなわち、権利侵害の現場である電子掲示板を管理・運営するプロバイダは発信者情報
を有していないことが多いので、こちらのプロバイダだけに開示義務を負わせることは法４条の趣旨
を没却することになると本判決は解している。
以上の判示内容は、いずれも従来の下級審判決の流れに沿ったものであるが、被害者の救済のため
に、法２条の用語の意義を厳格には解さない方向を示している。
【２】の原審は、本件書込の部分だけで権利侵害が生じていることは明白であるからＸの発信者情
報開示請求に応じなかったＹに重過失があると解した。これに対して、最高裁は、まず、本件書込の
部分だけでは「具体的事実を摘示してその社会的評価を低下させるものでは」ないと認定した。次に、
「侮辱的な表現を含む」から「名誉感情を侵害する」可能性を認めたが、しかし、名誉感情の侵害の
場合には「社会通念上許される限度を超える侮辱行為であると認められる場合に初めてＸの人格的利
230 前 田 泰
益の侵害が認められ得るにすぎない」と解し、本件書込の部分だけではこれを判断することはできず、
「本件スレッドの他の書き込みの内容、本件書き込みがされた経緯等を考慮しなければ、Ｘの権利侵
害の明白性の有無を判断することはできない」が、そのような判断をＹが裁判外ですることは容易で
ないと認定して、Ｙの重過失を否定した。なお、詳細不明であるが原審で開示請求が認容され、これ
に対する上告受理申立が排除されたため、この部分の上告は棄却された。
【２】は、被害者の救済とプロバイダの保護という矛盾する要請を、不開示に対する責任の要件を
厳格に解することで調和させようとしているように思われる。下級審においても、本件の原審を除い
ては、不開示に対するプロバイダの重過失を認めた例は見あたらず、この状況は、裁判外の発信者情
報の開示請求には応じないというプロバイダの行為規範を作るように思われる。
以下において、これらの最高裁判決を位置づけることを目的として、これまでの下級審の状況を論
点別に整理する。
３ 開示義務に関する論点
⑴ 判例にあらわれた論点
開示義務が生じる（開示請求が認められる）要件は、「権利侵害の明白性」と「開示請求の正当理由」
であるから（法４条１項）、要件論としてはこの２点が重要な論点である。しかし、後者の正当理由に
関しては、裁判における開示請求者は発信者に対する損害賠償請求権の行使を目的としており、そう
であれば正当理由は常に存在することになるので（法４条１項２号）、判決でも触れられてはいるが実
質的な争点にはならないことが多い。したがって、開示義務の有無に関しては、「権利侵害の明白性」
の内容やこれを判定する基準が最大の論点になる。
次に、諸判決の事案を分類すれば、【１】のような経由プロバイダに関する判決、および、mp3方式
のファイル交換ソフト（WinMX）に関する判決が、それぞれに特有の論点を有している。
また、【２】のような発信者情報不開示による損害賠償責任は、プロバイダの故意または重過失を要
件とするから、特に重過失の内容とその判定基準が重要な問題である。
⑵ 重過失の問題に関連する論点
開示請求に応ずべき義務と、これに応じなかった場合に生じる損害賠償義務との関係が問題である。
法４条の適用を受けない他の不法行為責任または契約責任では、原則として、相手側からの請求に応
じるべき義務とこれに応じなかった場合に生じる責任とは表裏の関係にあるが、発信者情報の開示義
務ではこれが分離して、単なる開示義務違反（軽過失）では損害賠償責任が生じない点で、特殊であ
る。そして、重過失にならない開示義務違反の効果は、開示請求者側からいえば、開示を命じる判決
を得ることにつきる。すなわち、履行請求権との関連でのみ意味のある義務だということになる?。そ
うであれば、裁判外の履行請求権の性質論も興味深いが、むしろ現実的には強制履行の可能性が重要
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な課題であり、勝訴判決を得ても効果的な強制執行の方法がなければ、開示義務には（その違反が重
過失にならない限り）事実上意味がないことになる。非常に興味深い論点ではあるが、これを直接に
扱う判例は見当たらない。
⑶ 判例の全体と以下の記述の順序
これまでの判例を、最高裁と下級審に区分して判決年月日順に表１にまとめた（同一事案で審級の
異なる判決は上級審のみを掲げた）。ここにはプロバイダの発信者情報開示義務に直接に関係するもの
だけを掲げており、削除義務等の別の論点の判決は掲げていない。
表１ プロバイダの発信者情報開示義務に関する判例
【 】 最高裁判決 結 果（事案等) 本稿
１ 最一小判平22.４.８判タ1323号118頁 開示請求認容（原審支持、経由プロバイダ） ２
２ 最三小判平22.４.13裁判所時報1505.11 開示請求棄却（原審支持）、重過失を否定（原審破棄） ２
【 】 下級審判決（判決年月日順) 結 果（事案等) 本稿
３ 東京地判平15.３.31判時1817.84 開示請求認容 ４
４ 東京地判平15.４.24金商1168.８ 開示請求棄却（経由プロバイダ） ５
５ 東京地判平15.６.25判時1869.54 開示請求棄却（２チャンネルが被告） ４
６ 東京地判平15.９.12判例体系 ID28082673 開示請求認容（WinMX、経由プロバイダ） ６
７ 東京地判平15.９.17判タ1152.276 開示請求認容（経由プロバイダ） ５
８ 東京地判平15.11.28金商1183.51 開示請求認容（経由プロバイダ） ５
９ 東京地判平16.３.12判例体系 ID28092216 開示請求認容（WinMX、経由プロバイダ） ６
10 東京地判平16.４.14判例体系 ID28092252 開示請求一部認容（経由プロバイダ） ５
11 大坂地判平16.４.22判例体系 ID28092283 開示請求認容（２チャンネルが被告） ４
12 東京地判平16.５.７判例体系 ID28092294 開示請求認容（２チャンネルが被告） ４
13 東京地判平16.５.18判タ1160.147 開示請求ではないが、開示義務違反を否定 ４
14 東京高判平16.５.26判タ1152.131 開示請求認容（WinMX、経由プロバイダ） ６
15 東京地判平16.６.８判タ1212.297 開示請求認容（WinMX、経由プロバイダ） ６
16 東京地判平16.11.24判タ1205.265 開示請求認容（重過失は否定） ７
17 名古屋地判平17.１.21判時1893.75 開示請求棄却 ４
18 東京地決平17.１.21判時1894.35 発信者情報の開示を認めた仮処分を取り消した ４
19 東京地判平17.６.24判時1928.78 開示請求認容（WinMX、経由プロバイダ） ６
20 東京地判平17.８.29判タ1200.286 開示請求一部認容 ４
21 大坂地判平18.２.22判時1962.85 弁護士法23条の２の照会に法４条の趣旨を斟酌 ８
22 東京地判平18.４.26判例体系 ID28111125 開示請求認容（重過失は否定） ６
23 大坂地判平18.６.23判時1956.130 開示請求認容（重過失は否定、経由プロバイダ（携帯）） ６
24 東京地判平18.９.25判タ1234.346 開示請求認容（WinMX、経由プロバイダ） ６
25 東京地判平18.11.７判タ1242.224 開示請求認容（被告不出頭のまま） ４
26 東京高判平20.５.28判タ1297.283 開示請求棄却（ネットカフェ） ８
27 大坂地判平20.６.26判時2033.40 開示請求認容（重過失は否定、経由プロバイダ） ６
28 東京地判平20.９.９判時2049.40 開示請求認容（経由プロバイダ） ５
29 大坂地判平22.３.25裁判所Web 開示請求認容 ４
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以下の記述では、前記⑴の論点に従って下級審判決を分類し、①まず、権利侵害の明白性に関する
諸判決を紹介する。ただし、権利侵害の明白性はほぼすべての判決における争点であるので、後記②
以下の類型に該当する場合にはそちらで記述することにする。②次に、経由プロバイダに関する判決
を、③その後に、ファイル交換ソフト（WinMX）に関する判決を、④最後に、プロバイダの重過失に
関する判決を紹介する。
なお、判決の紹介においては、原則として、匿名の発信者（加害者）をＡ、開示請求者（被害者：
原告）をＸ、請求の相手方（被告）であるプロバイダをＹと記述する。
４ 権利侵害の明白性
⑴ 判例紹介
【３】 東京地判平15年３月31日判時1817号84頁
事案 本件発信者Ａは、平成14年２月に、Ｙが管理・運営する電子掲示板に、「Ｘ眼科において平成13
年に３名の患者が失明した」という趣旨の書き込みを行った。そこでＸは、本件訴訟において発
信者情報の開示をＹに訴求したところ、Ｙは弁論準備手続期日にＡの電子メールアドレスをＸに
開示した。そこでＸは直接にＡとメールで交渉したが、その過程でＡがＸと競業関係にあるＢク
リニックの関連会社の社員である可能性が高いことが判明した。そこで、Ｘは本件訴訟において、
本件書込に使用された端末の IPアドレスおよび発信日時について情報の開示をＹに請求した。
これに対してＹは、権利侵害の明白性を争うとともに、既に発信者がＡであることが判明してお
り、ＡがＸに損害賠償および謝罪・訂正文の掲載を提案しているにもかかわらず、ＸはＡとの協
議に応ぜず、Ａの身元の特定に固執しており、本件開示請求には正当理由がないこと等を主張し
た。
判旨 請求認容 ⑴ 権利侵害の明白性について。この要件は、「発信者の有するプライバシー及び表
現の自由と被害者の権利回復の必要性との調和を図るため、その権利の侵害が『明らか』である
場合に限って発信者情報の開示請求を認めるものとしたのである。したがって……発信者情報開
示請求訴訟においては、原告（被害者）は、この権利侵害要件につき、当該侵害情報によりその
社会的評価が低下した等の権利の侵害に係る客観的事実はもとより、その侵害行為の違法性を阻
却する事由が存在しないことについても主張、立証する必要があると解すべきである」。
違法性阻却事由の不存在について、名誉毀損行為を理由とする不法行為については、その行為
が、①公共の利害に関する事実に係り、②専ら公益を図る目的であり、かつ、③摘示された事実
がその重要な部分について真実であることの証明があったときには、違法性が阻却され、不法行
為は成立しないものと解されている。発信者情報開示請求訴訟においても、権利侵害要件の充足
のためには、社会的評価が低下した等の客観的事実のほか、上記①～③の違法性阻却事由のいず
れかが欠けており違法性阻却の主張が成り立たないことについて、原告（被害者）が主張・立証
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する必要がある。ただし、④摘示された事実が真実であることが証明されなくとも、真実と信ず
るについて相当の理由があるときには、当該行為には故意又は過失がなく、不法行為の成立が否
定されると解されている。これに関して、法４条１項１号と「民法709条の規定とを比較すると、
同号の規定には『故意又は過失により』との不法行為の主観的要件が定められていないことが明
らかであり」、また、上記④のような「主観的要件に係る阻却事由についてまでも、原告（被害者）
に、その不存在についての主張、立証の負担を負わせることは相当ではないので」、上記④につい
ては被害者が主張・立証をする必要性はないと解すべきである。
本件では、Ａの書き込みによりＸの社会的評価が低下することが認められる。ただし、①病院
の治療結果に係わる内容であるから公共の利害に関する行為であるが、②書き込みの表現から公
益目的ではなく、さらに、③内容が真実でないから、違法性阻却事由は存在しない。Ｘの名誉の
侵害は明らかであり、権利侵害の要件は充足する。
⑵ 正当理由について。Ａとの和解が成立したわけでないことに加えて、Ｘには以下のような
発信者情報を得る必要性がある。すなわち、法４条１項にいう「『発信者』が誰であるかを特定す
る場合には、当該侵害情報を流通過程に置く意思を有していた者が誰かという観点から判断すべ
きであり、例えば、法人の従業員が業務上送信行為を行った場合には、当該法人が『発信者』に
当たるものと解すべきである。したがって、本件のように、発信者情報開示請求訴訟において、
原告（被害者）が既に発信者情報の一部を把握しており、送信行為自体を行った者が特定されて
いるような場合であっても、その余の発信者情報の開示を受けることにより、当該侵害情報を流
通過程に置く意思を有していた者、すなわち、当該送信行為自体を行った者以外の『発信者』の
存在が明らかになる可能性があるのであるから、原告（被害者）が当該侵害情報の『発信者』を
特定し、その者に対して損害賠償請求権を行使するためには、上記の総務省令が定めるすべての
発信者情報の開示を受けるべき必要性があるものというべきである」。したがって、Ｘの請求には
正当理由がある。
【５】 東京地判平15年６月25日判時1869号54頁
事案 Ｘは、20代の未婚女性であり、日本プロ麻雀連盟に所属するプロの麻雀士であるが、Ｙが開設・
管理する電子掲示板（２ちゃんねる）に、Ｘが整形手術を受けて別人のようになった旨、Ｘと性
関係を有する男性が多数存在する旨等の記述が書き込まれた。そこでＸはＹに対して書き込みの
削除および発信者情報の開示を請求したが、Ｙは対応せずに放置し、開示請求にも応じなかった。
そこでＸは、本件訴訟において、書き込みの削除および発信者情報の開示、ならびに、削除請求
および開示請求に応じなかったことによる損害賠償を訴求した。
判旨 削除請求および削除しなかったことによる損害賠償請求認容・開示請求および開示しなかった
ことによる損害賠償請求棄却。本件の各書込は、Ｘの名誉を毀損し、「公共の利害に関する事実に
係るものとも、公益を図る目的のものともいえないことが明らかである」。したがって、本件発信
者が本件掲示板に書込を行い、これを「何人も閲覧し得る状態に置いたことは、原告に対する不
234 前 田 泰
法行為になるというべきである」。そして、Ｙには本件書込を削除すべき義務がありこの義務違反
はＸに対する不法行為になる。
しかし、Ｙは「本件発信者の氏名、住所及び電子メールアドレスを保有していないものと認め
られ」、かつ「本件各発言に係る IPアドレスを体系的に保管し、その存在を把握していたと認め
るに足りる証拠はない」から、開示請求も不開示に対する損害賠償請求も認められない。
【11】 大坂地判平16年４月22日判例体系 ID28092283
事案 Ｘ?は、歯科医療の診療所を開設する医療法人Ｘ?会の事務長である。Ｙが管理・運営する電子掲
示板（２チャンネル）に、Ｘ?につき、その学歴、年齢、結婚歴、女性関係、性的行動等に関する
記述が書き込まれ、Ｘ?会につき、その治療がいい加減である旨、いい加減な歯科医師ばかり集め
て稼がせている旨、歯科医師と歯科衛生士の腕が最低である旨等が書き込まれた。そこでＸ?・Ｘ?
は、本件書込の削除および発信者情報の開示をＹに求めたが、Ｙは、少なくとも２か月間は本件
書込を削除せず、その後に本件書込部分の公開を一時的に保留した。さらにＹは、発信者情報記
録は一定の期間経過により消去されており、Ｙは情報を有していないと回答した。これに対して、
Ｘ?はプライバシー侵害を理由に、Ｘ?会は名誉侵害を理由に、本件書込の削除および発信者情報の
開示、ならびに、直ぐに削除しなかったことによる損害賠償を訴求した。
判旨 請求認容。本件書込は、Ｘ?のプライバシーを侵害し、Ｘ?の名誉権を侵害している。いずれの書
込も侮蔑的な表現であり公益目的であるとは認められない。しがたって、Ｘ?・Ｘ?についての権利
侵害は明白である。Ｙは本件書込部分を公開停止にしたと主張するが、それまでに生じた損害は
賠償しなければならず、かつ、一時的な公開停止ではなく削除すべきである。Ｘ?・Ｘ?には発信者
に損害賠償請求権を行使する必要性があり、正当理由があるから、Ｙは開示請求に応じなければ
ならない。Ｙは発信者情報が消去された旨を主張するが、「発信者情報が消去されず存在している
か否かについては、開示を求める側で明らかにすることは不可能であり、発信者情報を管理する
特定電気通信役務提供者側が消去についての主張立証責任を負うものと解すべきである」。Ｙは
「いついかなる方法で消去したものであるのかを明らかにしておらず、被告が発信者情報を消去
したと認めるに足る証拠は存在しない」。
【12】 東京地判平16年５月７日判例体系 ID28092294
事案 Ｘ?～Ｘ?はいずれもジャーナリストであり、Ｘ?・Ｘ?は武富士をめぐる疑惑を報道し、Ｘ?はＸ?
の取材に協力している。Ｙが管理・運営している電子掲示板（２チャンネル）において、Ｘ?等が
犯罪者と関わりを持つブラックジャーナリストである旨の記述が書き込まれた。そこでＸ?等はＹ
に対して、本件書込が行われた際の IPアドレスおよび送信日時に関する情報開示を訴求した。本
件においてＹは、Ｘ?等の主張に対して「不知」とするだけで具体的な主張をしていない。
判旨 請求認容。Ｘ?等に関する書込は、いずれもＸ?等の名誉を毀損するものであり、これによりＸ?
等の権利が侵害されたことは明白である。そして、「ＹがＸ?等の請求に係る発信者情報を保有して
いる事実が認められる」。以上からＸ?等の請求を認容する。
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【13】 東京地判平16年５月18日判タ1160.147
事案 Ｙが管理・運営する電子掲示板（MILKCAFE）に、大学受験予備校Ｘ?の代表者Ｘ?および経理
担当者Ｘ?に関する書込が行われた。Ｘ等は自分達の名誉を毀損する書込であるとしてＹに書込の
削除および発信者情報の開示を請求したところ、Ｙはその日のうちに指摘された書込を一部を除
いて削除したが、発信者情報は有していないと主張した。そこでＸ等は、残された書込の削除、
ならびに、一部を削除しなかったことおよび発信者情報を開示しなかったことに対する損害賠償
を訴求した。
判旨 削除請求を一部認容（その他の削除請求および損害賠償請求を棄却）。⑴ 発信者情報開示義務
の違反について。プロバイダ法４条１項の規定は「一般的に、特定電気通信役務提供者が現に保
有している情報を開示することを定めたものであり、特定電気通信役務提供者に対し、発信者情
報の保存を義務づけるものではないと解するのが相当である」。すなわち、発信者情報は個人情報
としてむやみに公開されるものではなく、掲示板管理者等が請求によって開示する場合も本法が
その要件と手続を定めている。大規模な掲示板では膨大な量の発信者情報が蓄積し、誤ってその
発信者情報が流出した場合の被害は重大なものである。保存期間等の具体的な定めが法令上ない
ことにかんがみれば、本法がプロバイダに保存義務を課したものと解するのは相当でない。本件
では、ＹがＸ等から発信者情報の開示請求を受けた際に、発信者情報の保存をしていなかったの
であるから、Ｙは発信者情報である IPアドレスを「保有」していたとは言えず、その開示義務を
Ｙに認めることはできない。⑵ その他の請求について。Ｘ等からの削除請求に応じて、Ｙが遅
滞なく削除した部分については損害賠償義務は生じない。削除しなかった書込はいずれもＸ等に
対する違法な名誉毀損とまではいえないものであるから、削除請求も損害賠償請求も認められな
い。ただし、本訴提起後に書き込まれた部分について、Ｘ等が請求を拡張して削除を主張する部
分は正当である。これに応じてＹが既に削除した部分もあるが、マスキングにとどめている部分
もあり、この部分の削除請求を認容する。
【17】 名古屋地判平17年１月21日判時1893号75頁
事案 Ｘは、木材防腐処理事業を目的とする会社であるが、東京都内でマンション建設事業を計画し
ていた。Ｙ（ヤフー）が運営する電子掲示板において、Ｘのマンション建設計画を批判する書込
が行われた。これに対してＸは、名誉またはプライバシーの侵害を理由に、書込の削除と発信者
情報の開示をＹに求めたが、Ｙは応じなかった。このためＸは、削除請求に応じなかった損害の
賠償と発信者情報の開示を訴求した。
判旨 請求棄却 Ｘの名誉またはプライバシーが侵害されたというためには、「少なくとも、通常の判
断能力を有する一般人が、当該表現行為の主体と名義人（被冒用者）とが同一人物であると誤認
し得る程度のものであることを必要とすると解するのが相当である」。さらに、電子掲示板上の表
現行為においては、匿名性が高いから、冒用の対象となった名義の使用の方法及び態様のみから
上記同一性の誤認の有無を判断するのではなく、当該表現行為のなされた電子掲示板の性質や当
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該表現行為の内容等から当該表現行為全体を観察して、上記同一性の誤認の有無を判断するのが
相当である」。本件の書込の表記では記述の対象がＸであると誤認することは考えられない。した
がって権利侵害があったと認められないから、Ｘの請求はいずれも棄却する。
【18】 東京地決平17年１月21日判時1894号35頁
事案 エステティックサロンを経営するＸについて、Ｙ（楽天）が運営する電子掲示板に次の書込が
なされた。すなわち、①ダイエット食品と称する「グルメッツという食品に至っては詳しい成分
の記載もなし」、②顧客の貴重品を保管する「顧客のロッカーから現金や貴金属、時計などがなく
なった事例がある」、③新入社員につき、化粧品を強制的に購入させられている旨、および、入社
後に一定の売り上げがないと技術研修が受けられない旨、④従業員が「やめると一言でも言うと、
性格のことをけなされ再起不能にさせる」、ならびに、⑤Ｘの背後には暴力団がついている旨、以
上の書込がなされた。
このためＸは、Ｙに対する発信者情報開示請求権を被保全権利とし、上記の書込に係る IPアド
レス等の開示を命じる仮処分命令を申し立て、一部を認容する仮処分決定が出された（原決定）。
これに基づく強制執行を受けて、Ｙは命じられた発信者の情報をＸに開示した。しかし、その後
にＹは、原決定に対する異議を本件において申し立てた。
決定要旨 原決定の発信者情報の開示を認めた部分を取り消す。⑴ 既に発信者情報が開示されてい
るが、原決定の当否を審判することを求める正当な利益をＹが有しているから、本件異議申立の
利益は認められる。⑵ 権利侵害の明白性とは、「権利の侵害を明白に根拠づける事実が存するこ
とだけでなく」違法性阻却事由の不存在をも意味する。違法性阻却事由は、公共の利害に係わり、
専ら公益目的であり、かつ、摘示された事実が真実であることである。⑶ 仮処分を求める者は
これについて疏明しなければならないが、その程度は、「発信者情報の開示を命ずる仮処分がいわ
ゆる断行の仮処分であることから……通常の仮処分の場合と比較して高度の疎明が要求されてい
る……が、保全事件においては、その迅速性・暫定性にかんがみ、被保全権利については証明で
はなく疎明で足りるとされていること（民事保全法13条２項）からすると、本案事件における証
明に等しい程度までの疎明を要求することは相当ではない。」特に、違法性阻却事由の不存在とい
う「消極的事実の疎明に当たっては、一般的に消極的事実の証明が困難であることをも考慮して、
疎明の有無を判断すべきである。」したがって、「違法性阻却事由の不存在ではなく、違法性阻却
事由があることをうかがわせるような事情が存在しないことを」疏明すればよい。
本件においては、前記の書込はいずれもＹの社会的評価を低下させるものであるが、このうち、
違法性阻却事由に係わる「真実であることをうかがわせるような事情が存在していないことの疏
明」があるのは、上記事案の①、②および③であり、④および⑤は疏明があるとはいえない。従っ
て、被保全権利の疏明があるとはいえず、発信者情報の開示を認めた部分は不当であるから、取
り消す。
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【20】 東京地判平17年８月29日判タ1200号286頁
事案 本件発信者Ａは、プロバイダ業を営むＹ（ヤフー）が、Ｙのサーバー上に開設するホームペー
ジを利用して、本件書込を行った。その内容は、特定地域の児童相談所が虐待された児童５人を
一時保護したことに関連して、弁護士Ｘが児童の親族に対して恐喝および脅迫をした旨を、通常
人の注意程度で読みとれる記述であった。そこでＸは、本件ホームページの掲載の送信停止およ
び発信者情報の開示をＹに求め、Ｙは約20日後にその掲載を停止する措置を講じたが、発信者情
報の開示には応じなかった。そこでＸは、本件において情報開示を訴求した。
判旨 開示請求一部認容（Ｘは、発信者の氏名、住所、メールアドレス、IPアドレスおよび発信日時
について開示を請求したが、本判決は、Ｙは氏名および住所の情報を有していないと認めて、メー
ルアドレス等のみの開示を命じた。）
⑴ 権利侵害の明白性につき、被害者は、社会的評価が低下した等の事実に加えて、違法性阻
却事由の不存在、すなわち、①公共の利害に関する事実に係ること、②その目的が専ら公益を図
ることにあること、および、③摘示された事実の重要な部分が真実であるか、または、真実と信
じるについて相当の理由があること、以上の違法性阻却事由がないことをも主張・立証する必要
がある。本件では、Ａの行為はＸの社会的評価を低下させるものであるが、書込の内容は公共の
利益に関し、その目的は公益目的と認められる。しかし、書込の内容は真実ではないから、結局、
違法性阻却事由はないことになる（真実であると信じる相当な理由の有無について、判決文は触
れていない）。したがって権利侵害要件は充たされている。⑵ 正当理由については、Ａに対する
損害賠償請求をするための開示請求であるから、認められる。
【25】 東京地判平18年11月７日判タ1242号224頁
事案 Ｘは、複数の準強姦事件を起こしたイベントサークルが属する大学のOBであったが、①Ｙ?が
配信するメールマガジン、②Ｙ?が発行する雑誌（噂の真相）、および③Ｙ?が管理するインターネッ
トの掲示板、以上のそれぞれにおいて、Ｘが事件関与者であるかのような記述がなされたために、
Ｘは、名誉およびプライバシーが侵害されたことを理由にＹ?～Ｙ?に対する損害賠償と、Ｙ?に対
して発信者情報の開示を訴求した。
判旨 裁判所は、Ｙ?およびＹ?に対する損害賠償請求と、Ｙ?に対する発信者情報開示請求を認容した
が、Ｙ?に対する損害賠償請求は、記事の内容からＸ個人を特定することはできないことを理由に
棄却した。
Ｙ?は、本件訴訟の各期日に一度も出頭しなかったために、Ｘの主張内容をすべて認めた（自白
した）ものとみなされた。開示請求に関してＸは、「権利侵害は明白」で「開示を受けるべき正当
の理由がある」と主張したが、その理由や具体的内容は不明である。
【29】 大坂地判平22年３月25日裁判所Web
事案 Ｘは、産婦人科の医師であるが、理事長を務める医療法人の患者３名に対する準強制わいせつ
罪で起訴され、一審で患者２名に対する罪につき有罪とされたが、二審で無罪になり、その判決
238 前 田 泰
が確定した。本件発信者Ａは、Ｂ社が管理運営するウェッブサイトのブログに、「Ｘ氏、わいせつ
診療で逮捕～逆転無罪」の見出しで記事の書き込みをして不特定多数の閲覧に供した。そこで、
Ｘは、まず、Ｂ社に対して発信者情報の開示を請求し、発信者の氏名について回答を得たが、住
所については情報を取得していないとして開示されなかった。そこで次に、Ｘはいわゆる経由プ
ロバイダであるＹに対して発信者情報の開示を訴求した。
判旨 請求認容。⑴権利侵害の明白性については、権利侵害の事実に加えて違法性阻却事由をうかが
わせる事由の不存在が必要である。Ｙの書き込んだ内容には、逆転無罪の記述もあるが、他にも
わいせつ行為を行っていたとかのような記載もあり、明らかにＸの社会的評価を低下させるもの
であり、かつ、公益目的の記載でないことは明らかだから違法性阻却事由も存しない。したがっ
て、本件記事の流通によってＸの名誉が侵害されたことは明らかである。⑵正当理由については、
発信者に対して損害賠償を請求するために情報の開示を求めており、損害賠償請求権行使の前提
として発信者を特定することは不可欠であるから、Ｘには情報の開示を受けるべき正当理由があ
る。
⑵ 小括
【３】は、プロバイダの発信者情報開示義務に関する最初の判決である。この【３】は権利侵害の
「明白性」に関して重要な解釈を判示した。すなわち、違法性阻却事由に関しては、通常の（名誉毀
損を含む）不法行為訴訟では被告（加害者）が、免責のために、違法性阻却事由の存在を主張・立証
しなければならないと解されている?。これに対して【３】は、発信者情報の開示請求においては、こ
の「明白性」の要件によりその立証責任が転換され、違法性阻却事由の「不存在」までも原告（被害
者）が主張・立証しなければならないと解した?。さらに【３】は、名誉毀損類型における違法性阻却
事由の内容につき、①公共の利害に関すること、②公益目的であること、および、③摘示された事実
が真実であるか、または、④真実であると信じる相当の理由があること、以上であることを指摘した。
そのうえで、しかし、上記④についてまで原告（被害者）に立証責任を課すことは不相当であると判
断して、④についてだけ被告（加害者）に立証責任を負わせるべきことを判示した。その理由として
【３】は、709条で要件とされる「故意・過失」を「主観的要件」と見て、かつ、この主観的要件が法
４条１項１号で要件とされていないこと、および、違法性阻却事由の中で前記④をこれと同じ主観的
要件と解されること、以上を根拠に、前記④については立証責任が転換されていると述べている。
私見では、開示請求者に前記④の立証責任を負わせない結論は妥当だと思われる?。しかし、その理
由づけには疑問がある。まず、709条について、故意はともかくも、過失は客観的過失概念が前提とさ
れるから「主観的要件」とはいえないのではないか?。次に、法４条１項１号で故意・過失を要件とし
ない理由は、同項４号において不開示による責任を故意又は重過失ある場合に限定しているからであ
り、【３】がいう「主観的要件」はこちらに規定されていると見ることができるのではないか（重過失
にならない開示義務違反の意義については前記３⑵参照）。さらに、違法性阻却事由に関する前記④に
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おける「相当理由」の有無は客観的に判定することができるし、そうすべきであると思われ、そうで
あればやはり「主観的要件」ではない。【３】の「権利侵害の明白性」の解釈はこの後の多くの判例に
踏襲されていくが、④の立証責任の転換については後の判決で言及するものは少なく（①の公共の利
害または②の公益目的を否定することで終わり、③の真実性にまで判定が及ばないことが多いし、④
にまで言及することはさらに少ない）、立証責任転換の理由については【３】判決に独自のものといえ
るだろう。
正当理由に関して、【３】では、発信者個人が既に判明しているから、これ以上の情報開示の正当理
由がないとしてプロバイダが争ったにもかかわらず、社員を使ってライバル会社の評価を落とすため
の書き込みをやらせている実状を前提にして、【３】が（真の）発信者に対する法的手続の必要性とい
う正当理由を認めた点が興味深い。ただし、本件では社内の端末を使っていたようなので、会社また
は上司が真の送信者であると言える可能性があるが、これに対して、上司の命令ではあるが、自宅等
の社外の端末を使用した場合にはこうはいかず、本判決後は、そのようにする組織が増えることが予
想できる。
２ちゃんねるに関する判決が若干ある。まず、【５】であるが、この時期の２ちゃんねるのように、
匿名性を強調して利用者の情報を入手しないプロバイダが責任を免れる帰結には抵抗を覚える。制度
的には、ネットの危険性を前提にして、野放図な匿名性を許さない方向で考えるべきである。現状を
前提にしても、最低限度の利用者の情報を管理しないこと自体が（違法な書込を削除しなかったこと
とは別に）不法行為になるとみるべきではないか。ただし、【５】判決の前後の時期から、２ちゃんね
るは書込者の IPアドレスの保存を始めたと言われているから、その後の違法書込については対応が
できるようになったようである。２ちゃんねるではないが、【13】のプロバイダ（MILKCAFE）も事
件後から IPアドレスの取得を開始したとのことである（後記５参照）。次に、【11】の裁判では被害者
側が全面的に勝訴したが、２ちゃんねる側が裁判で命じられた賠償金の支払いに応じていないことは
周知のことであるし、発信者情報についても消去したという主張は変わらないであろうから、勝訴し
たはずの被害者は発信者に対する法的措置をとる方法も見つからないままになる可能性が高い。現実
には、このように匿名性を売りにするプロバイダーの存在が被害者救済の大きな障害になっている。
強制執行の方法等も検討すべき課題であると思われるが、このような違法行為を意図的に継続するプ
ロバイダに対しては、民事法での解決に限界があるのであれば、公法的規制や刑事罰の可能性が検討
されなければならないだろう。【12】では、２チャンネル側が具体的な反論をしなかったために、被害
者側の主張がほぼそのまま認められた。しかし前記【11】と同じ問題が生じることが予想され、特に
開示請求については強制執行の方法に検討の余地があると思われる。なお、最高裁判決の【２】も２
ちゃんねるの事案であるが、詳細は不明である。
プロバイダの発信者情報の保存義務を否定した判決が【13】である。そこでのプロバイダは、本件
事件当時には発信者の IPアドレスの取得等をしていなかったが、本件後に取得するようになり、半年
程度の間保存しているということである。被害者の救済のためには掲示板等の管理者による発信端末
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の IPアドレスと発信日時の記録が不可欠である。法４条の発信者情報開示義務の前提として、これら
の取得・保存義務がプロバイダに存在すると解すべきではないか。すべてのプロバイダが、２チャン
ネルやMILKCAFEのように（裁判を契機にではあるが）自主的に IPアドレスの取得・保存を実施す
るとは限らないであろうから、上記の解釈により法的義務を導けないとすれば、立法的修正が必要で
ある。
最後に、【18】には疑問がある。そこで記述された①～③で（真実でないという）疏明があれば開示
請求を認容するに充分であろう。被害者が主張したすべての書込について違法性阻却事由の不存在（真
実でないこと）を疏明しなければならない理由が判決では説明されていない。既に被害者はプロバイ
ダから発信者情報を得ているから実害はないであろうが、疑問は残る。
（原稿提出 平成22年９月16日）
注
１ 契約に基づく履行請求権については、椿寿夫「予約の機能・効力と履行請求権⑴～⑶」法時67巻10号58頁、11号40
頁、12号56頁（以上は1995年）、同「履行請求権（上）～（下の２）」法時69巻１号100頁、２号37頁、３号68頁（以上
は1997年）、70巻１七73頁（1998年）、森田修『契約責任の帰責構造』（2002年）、窪田充見「履行請求権」ジュリ1318
号103頁（2006年）等参照。契約に基づかないが、その違反が不法行為となる履行義務、および、これと表裏の関係に
あるはずの履行請求権の性質が問題である。
２ ただし、ネット上の名誉侵害に対するプロバイダの損害賠償責任の問題においては、プロバイダ自身が名誉侵害者
ではないことから、プロバイダの責任の法律構成により、違法性阻却事由の立証責任を被害者側に負わせる可能性が
論じられている。大塚直「名誉毀損行為をめぐるプロバイダ等の責任」野村豊弘先生還暦記念『21世紀判例契約法の
最前線』404頁（2006年）。
３ ?権利侵害の明白性」が「違法性阻却事由の不存在」を意味することは、立法担当者の解説で示されていた。総務省
電気通信利用環境整備室ほか『プロバイダ責任制限法――逐条解説とガイドライン』28頁（2002年）。
４ 松本恒雄「判批」私法判例リマークス28号60頁（2004年）および長谷部由紀子「判批」メディア判例百選231頁（2005
年）が、【３】のこの部分の結論を支持している。
５ 大塚・注２所掲406頁は、「主観的要件」の捉え方を含めて、【３】判決のこの部分の理由づけと結論を支持している。
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